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中国の人口政策と人口思想について
一人ロナショナリズムの新段階一
川久保 公 夫
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はじめに
世界人口の4分の 1を擁する中国が，国家意志にもとづいて人口増加抑制政
策をとり始めたことは，歴史上先例のない劃期的なことであり，壮大な人類史
的実験ともよびえよう。もしこの試みが永続的な効果を生み，またその影響が
他国にも及ぷとすれば，世界人口そのものの予測をも変えることになる。また
第三世界の「人口爆発」に焦点を据えた近年の世界人口思想にとっても大きな
転回点を意味するであろう。中国政府の人口抑制への動きはすでに1950年代か
らみられたのであるが，政情混迷状態がおさまった70年代中頃から急速に体制
を整え， 1978年の新憲法に「国家は計画出産を提唱し推進する」という条項
（第53条）がうたわれ，これにもとづいて出産規制の法律作成に着手した。 81年
10月には北京で国連主催の「人口と開発に関するアジア諸国国会議員会議」が
開かれ（日本からは福田元総理ら出席），そこで中国政府の人口抑制への真剣
な取組みが内外に表明された。また今春，党中央委員会と国務院が全国の地方
機関に対して，「一人っ子政策」を徹底させ，農村でも二人目は許可制，三人
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目は認めないという規制措覆を通達したとわが国の新聞でも報ぜられたJ)。人
口問題に関心をもつ世界中の眼は，いま中国のこの動きに注がれているといっ
ても過言ではあるまい。
社会主義国の人口理論と思想の研究に取組みすでに多くの業紐をつまれた故
市原亮平教授は，中国のこの動向を大へん重要視され，昨年同教授編著「人口
論と中国人口問題」を刊行された2)。 まことに時宜をえた学界への寄与であ
る。小論は教授の功絞を偲び，その所説に学びながら，中国の人口政策の思想
的背景とその問題点についていくらかの私見を付け加えたい。
1. ソヴェト人口思想の動き
中国の人口思想を知るためには，社会主義革命の先縦の国であり，イデオロ
ギーの面で大きく影響されたソヴェトの思想の勁きから始めなければならな
い。そしてこの面でも市原教授の業績は大きい。ボヤ）レスキー編「人口学読本」
の訳害3)は，人口学杏のほん訳苔としてわが国最初のものであり，またその巻
末に掲げられた「ソヴェトにおける人口問題研究史」の年表は，思想動向を知
5上での拠り所となるものである。
周知のように人口問題をめぐるマルクス主義者とマルサス主義者，ネオマル
サス主義者との伝統的な論争は，政治的立場を背景にしたきわめて原理的な対
立であったために，人口学そのものの理論内容では噛み合う部分が次第に小さ
くなり，他方で広大な人口論空白地帯を作る結果をひき起した。マルクス・レ
ーニン主義思想が革命後ソ連の国家思想としてすべての思想と学問研究の原理
に組立てられて行ったとき，その思想の創始者たちが最も忌み嫌ったマルサス
の名とともに人口問題や人口論そのものまで丸ごと思想体系の中から排除され
1)大阪朝日新聞3月15日
2)市原亮平編著「人口論」と中国人口問題， 1981年4月
3) A. 5I. Bosi:pcK皿， Kypc仄eMorpa中皿， 1967アーヤー・ボヤルスキー篇，市原亮平訳
「人口学読本一批判的人口学の教程」上1976. 下1977
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てしまった。食糧不足や飢饉の時期にも人口問題は論議に上ることはなく，学
者や研究者には人口問題やマルサスの名は禁句とさえなった。人口統計の技術
的テキストや調査報告，さもなければ西側のマルサス主義批判の内容のものを
除いては人口論の書物は論文は殆ど皆無に近い。スクーリン時代に編さんされ
た「ソヴェト大百料辞典」には人口学（仄eMorpa中Ha)の項目さえもあげられて
いなかった。
この間に僅かに西側の注意を惹いたものにウルラニスの「ヨーロッパの人口
成長」がある4)。 30年代の経済不況と人口増加率逓減の危機観ーケインズなど
も含む「逆マルサス主義」ーに着目し，帝国主義段階の一般的危機と窮乏化，
労働力需要の慢性的減退が資本主義諸国の出生率減退の原因であるとした。人
口増加の主な原因に出生率を考え，さらにこれを労働力需要の大きさに連関さ
せる，という論理は古典経済学者たちの考えの復位の意味をもった。なおこれ
に唯物史観の経済決定論的思考が加り，経済の発展段階にはそれぞれ独自の人
口法則があり，資本主義社会の人口法則は「相対的過剰人口の法則」であると
された。過剰人口問題が解決されたソヴェト社会では出産抑制の圧力が取払わ
れるから出生率が上昇し，急速な不断の人口増加が保証される。これが「社会
主義の人口法則」であると。資本主義社会の窮乏と衰退，他方で社会主義体制
の繁栄を誇るにはきわめて魅力的な因果づけであったためか，ウルラニスに代
表されるようなこうした考え方が，官許的統一思想となり，人口に関するすべ
て論述はこの線に従ったものとなる。たとえば「経済学教科書」 (1955年初版）
もこうした叙述であった。
国内には人口問題はなくなり，資本主義世界でいう人口問題は革命の問題に
すぎぬ，とする楽観論は，当然人口問題一般の否定論になり，この立場は国際
会議や機関でのソ連代表の対外的態度にも反映し，第 1回の国連世界人口会議
4) B.T. _ Urlanis, The Growth of Population in Eunope (in Russsian), 1941, cf. 
S.H. Coontz, Population Theories and the economic Interpretation, 1961, pp. 
128,..,_ 
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(1956年ローマ）のボイコットともなった。この状況はしかし， 59年の全ソ連邦
人ロセンサスの結果発表， 61年一部からの問題提起が起り，徐々に変化の兆し
が始るが， 60年代中頃から急変する。その事情については74年の第3回世界人
口会議（プカレスト）の直前に私が述ぺたことがある。
「大戦後ソ連は一貫して人口問題の存在そのものを否定し，これを『帝国主
義者の作った幻想』にすぎぬとし，国連が人口政策に動くことに頑強に反対し
続けてきた。が，共産党第23回大会 (65年）で，『人口問題の過少評価」を自己
批判して，人口学の再建をきめてから情勢は一変した。同年の第2回人口会議
にはじめて協力的に参加し，人口抑制政策容認の態度を示して世界を驚かせ
た。この転換の理由には，根拠のない食糧楽観説と結びついた「貧困蓄積論」
への途上国側からの非難，またいわゆる「社会主義の人口法則」を真向から裏
切る国内の人口動態などがあった。後者についていえば，フルシチョフが人口
抑制策を「人喰い人種の理論」とののしり，「より多くの人口で，より強大な
国に！」と叫んで人口増加奨励策を擁護したのだが，ちょうどその頃からソ連
の人口動態は権力側の期待と逆の方向へ，従って政策に抗して急転回して行っ
た。 60年代には，さらに加速化して，出生率は1.78彩 (71年），人口増加率は 1
劣を割り込んだのである。アジア人口会議（東京）でソ連代表は，この理由を
西側と全く同じ近代化諸指標から説明した。母親英雄，育児手当，独身税等々
政府の人口増加政策の残存にも拘らず，むしろそれに抗して中絶や避妊等によ
る抑制の動きが拡がり，政府は母体保護の立場から，保健，医療行政，薬品や
器具の調達等，人民の動きに追随せざるをえなくなってきた。ナショナリズム
権力の意図と，政府行政に逆らう抵抗の形で，人民が出産抑制に転じるという
西洋先進国と全く同じパターンをソ連人民が辿ったのは驚くぺきことであり，
またきわめて教訓的でもある」9。
それ以来十数年間，ソ連における人口論の開花には外観上目をみはるものが
5)川久保「人口爆発が加速化する貧困一日本に向けられた厳しい視線ー」，エコノミス
ト， 1974年8月13日号。
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あった。人口問題研究所の設置，人口学講座開設，人口学会の設立などモスク
ワから始り，いくつかの共和国もこれに従った。発表された書物や論文は数知
れず，人口学者ヴァレンタイ教授の市原教授宛書簡(1976年）によれば「最近10
年間に人口学に関する800以上の学位論文が提出された」6)という。
市原教授監訳の「人口読本」はこのような状況の中で，最も有名な人口統計
学者ボヤルスキー他7名の人口学者が分担して作った人口学の綜合的，体系的
著作であり，ソ連の近年の人口論の研究水準と思想動向を示す代表的な文献で
ある。その大きな部分は人口調査や統計分析の技術的方法論にあてられている
が，序文に「ドグマティズムと無批判な機械的読書による知識の克服」7)が強調
されており，とくに第 6篇「人口の法則」第7篇「人口学の概念」の部分はさ
きにのべた人口論の解除に伴う思想的転換の内容を理解する上で興味が深い。
資本主義のもとでの人口法則は相対的過剰人口の法則であり，社会主義のも
とでは完全雇用云々という公式論の叙述は，巻頭（第一篇第二章）に修飾的に掲
げられているだけで，第6篇第7篇の理論的展開の部分では全然無視されてい
る。 「最近まで支配的であった高出生率というドグマ， また出生率の増進とい
うドグマ」 8)は打破られ，経済的条件と出生率との短絡的で一方的な因果づけ
は影をひそめた。さらに重要なことは，出産抑制ゃ家族計画政策をマルサス主
義とは切り離し，マルクス主義に反するものではないとして容認している点で
ある。マルサス主義の誤と害悪は，「産児制限があらゆる社会問題を解決する
主たる方法」とし，「生活の向上と社会主義のための闘争から労働者階級の目
をそらせること」に奉仕する，という点に限定する。さらに進んで一般にマル
サス主義とよばれる思想を，「好戦的」「反動的」マルサス主義と，「自由主義
的」 「人道的」マルサス主義とに傾向的分類をし，西側の人口学や人口思想の
受け入れ，また学術的，政治的国際交流や協調に扉を開こうとする姿勢がみら
6)前掲「人口学読本」下巻， 232頁
7)前掲「人口学読本」上，序文
8)前掲「人口学読本」下， 117頁
?
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れる。 65年の世界人口会議への出席， 72年，国連人口委員会での「地球人口増
加率引下げ運動」の提案にソ連代表が賛成したことなどがその反映であった。
自国の人口増加政策を擁護しながら，国情によって他国の人口抑制政策やグロ
ーバルな人口抑制思想を容認する思想には，理論的に無理もあり，古い人ロナ
ショナリズムヘの傾斜，また経済一元論的な理論面での偏りが残されてはいる
が，本書に代表されるような思想によって，人口思想の国際的交流の窓口が開
かれたことは，世界人口問題の国際的コンセンサスの形成にとっては大きな前
進を意味する。
半世紀もの間人口論不在の状況が続いたソ連で，僅かな期間に伝統ある西側
の理論水準に達するのを期待するのは勿論無理である。「人口法則と人口問題
のマルクス・レーニン主義的認識方法の一般的基礎となるのは弁証法的唯物論
である」と彼等が自負する方法論的特異性が，従来の人口理論にどのような新
生面を切り開いて行くかは，今後に期待するほかないであろう。
2. 中国の人口政策の甚本性格とその展開
フランスの有名な人口学者ソーヴィ (A.Sauvy)はその著作を通じてだけで
なく，直接ソ連を訪問，接触してこの思想的大転回に影響をあたえた学者の一
人であったが， それよりさき， 中国の人口思想の動きに注目し， またフラン
スやイタリーなどカトリック系諸国の共産党が受胎調節手段の禁止解除の運動
に積極的賛成の方針をとっていることに着目して，中国とこれら西欧共産党の
共通の動きを，マルサス主義への接近という視点から指摘したことがあった。
事実また，西欧共産党の動きと中国における人口抑制に関する論議の高まり，
そこから起ったソ連の人口論ドグマヘの批判が，さきにのべた原因と並んで，
反マルサス主義の国際的総本山であるソ連をゆり動かして人口論ルネサンス招
来に扉を開かせる動因の一つともなったのであった。それはとも角，中国の人
口思想の真意をみるためにここで何よりも注意しなければならぬことは，燭眼
なソーヴィの指摘による共通性にもかかわらず，ユーロコミュニズムと中国共
6 
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産党の人口抑制問題に拘る立場が全く異るという点である。前者ではすでに人
口指標が先進工業国タイプに移行しており，大戦後のベィビープーム終想のあ
と少産モラルが人民の間に復活拡大したのに対して，政府権力に残るI日型人口
ナショナリズムの傾向—-1930年代フランスの強烈な出産奨励政策が戦後のド
ゴール政権に継承されて実効を発揮したのがその象徴だが一ーまたヴァチカン
の宗教的戒律の影響も加って受胎調節手段の解除に対して消極的であった。共
産党をはじめ左翼勢力は，すでに形成された人民のモラルにもとづいた政治的
要求を支持して，ナショナリズム権力志向と対抗する立場で，出産抑制の思想
に接近したのである。明かなように中国共産党の立場はこれと正反対である。
これについてかって私はつぎのように説明した。
「産児数の多少は本来，死亡率との連関で経済環境に対する人間の個体増殖
の感応性を反映するモラルの問題であって，国益を最終基準とした民族国家の
政策対象とは本質的になじみ難い性質のものである。今日の先進国の少産モラ
ルは近代の工業的成長が惹起したなんらかの，またいくつかの「近代化諸指標J
の複合的効果がもたらしたもので，政治権力の利害とは無関係に，時には権力
に抗して人民の間に定着してきたものである。現在ソ連で進行している事態は
これと全く同じ古典的パクンの再現である。ところが今日人口過密で食糧不足
のアジア諸国では，ナショナリズム権力の経済政策のサプシステムとして，半
ば強制的に産児抑制が行われようとしている所に大きな問題がある。
侵略，植民等による領土拡張を前提とした自己膨張のために，より多くの人
ロをのぞむのは自然で，また古典的なナショナリズムの姿であったが，今日そ
れと同質の権力が逆に自国の人口増加を嫌って性急な抑止に努めるのは，もっ
ぱら現在の国際環境の故である。生活空間の拡大の代りに，工業化によるGN
P上昇にナショナリズム権力拡大を托さねばならぬアジア諸国は，食糧剰余な
いし工業化ファンドの減殺要困として人口圧力に感応するからである。」，）
9)川久保，前掲論文
?
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中園とソ連の人口増加に対するナショナリズム対応の対蹄的相違はイデオロ
ギーのちがいによるものではなく，工業化過程における経済環境の現実のちが
いに由来する10)。広大な未開発の領域と資源を勢力圏にもち，追加的労働力を
たえず資源開発に注入でき，またそれが権力拡大の道であったソ連では増加人
口に対する圧力感応は起らず，膨張型人ロナショナリズムを残し，それが50年
代から急速に拡がってきた人民の少産モラルとの間にフリクションを生んで，
人口思想転換の内的動因となった。これに対して，当初から人口密度が高く可
耕余地が少い上に資本蓄積の進まない条件のもとで，大戦後の第3世界に共通
な多産少死型の高増加率 (1950年代から2彩台，最高は68年の2.75%)に直面した
中国では，食糧問題，就業問題をはじめ工業化の阻害要因として政府は人口増
に敏感に反応したのは当然で，早くから抑制型人ロナショナリズムの人口政策
に傾き，人口思想もこの方向のものが底流となった。
ところがここでもソ連と同じく，革命後のマルクス・レーニン主義による国
家的思想統一の時期と重ったために，人口抑制＝マルサス主義＝反マルクス主
義という短絡公式論と抵触して反揆，批判の対象となり易<'同時にまたソ連
の側からの公式主義的批判にもさらされる。有名な馬寅初（「新人口論」， 1957)
の思想は，ウルラニスに代表されるような当時のソ連の公式見解，すなわち社
会主義社会における人口問題の存在を否定し，急速な人口増加が社会主義の人
口法則だというドグマヘの反挽から生れたものだったが，人口抑制の必要の理
由については，きわめて抽象的な表現か，間接的な目的をあげ，極カマルサス
的表現を避けねばならなかった。また55年から始る共産党と国務院の受胎調節
10)「この点で人口問題に関するソヴエト代表（国連人口委員会，同経済社会理事会，世
界人口会議などでの）から一貫して聞かれる「過剰人口は資本主義の産物にすぎな
い」という主張と，「過剰人口は資本主義社会に特有な問題ではない』という周恩来
の発言（インド人クーバーに対して）との間にあるものは，イデオロギーの問題でも
なければ，純理論の問題でもなく，両国の自然的資源と人口数の比率のちがいからく
る現実政策の相違にすぎない」。,,,久保公夫「経済発展と農業社会」 1967,第一章「経
済発展と人口問題」 26頁。
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や人工中絶の解除 (54年）による抑制政策も，一方では母体の健康保護，家族の
負担軽減とか，あたかも人民側からの要請にこたえるような形を作り，「赤脚
医生」（はだし医者）の組織と組合せたり，他方では社会主義建設目的とか社会
主義的計画出産といった抽象的な表現で国民のナショナリズム意識に訴える
必要があった。しかし慎重な理論づけと，周恩来を中心とする政府の一貫した
基本姿勢にもかかわらず，それが人民の産児モラルから出たものでなく上から
の規制であることと，他方でその理由づけが革命＝国家思想との関係から容易
に反撃の大義名分を生みだすという事情のために，人民の不満と反揆をエネル
ギーとし権力派幹部を反革命・修正主義のかどで攻撃する奪権闘争の恰好の
イデオロギー的武器を提供する状況をつくった。幾度かの混乱が政策にも中断
を招き，また指導者層の思想も大きな振幅でゆれ動いた。すでに象徴的地位に
後退していた毛澤東さえもこの波涛の中で意見が一貫しなかったのはよく知ら
れている事実である。計画出産について「社会に力がなく，みんなが同意せず
みんなが一緒にやろうとするのでなければできるものではない」 (57年，第8回
中央委，第三回拡大会議での講話より）という彼の言葉は， この政策が上からの強
制で必ずしも人民の支持を得ていないことを示すとともに，農民の子として権
力派に対する批判の姿勢を失わない彼の素直な感覚を示すものでもあった。
この対立は，ナショナルトークルの立場に立ってのみはじめて人口増加の圧
力に感応する権力側のリァリズムと，農業社会レベルの産児モラルからの自然
の反挽をバックにした奪権闘争派の側のドグマ的公式論の対立であり，論争で
片づく理論の問題ではなかった。この動揺のために政策の実施は捗らず，とく
に反権力運動の高揚期には全く中断した。あらゆる人口論議が「口は 1つに手
は2本」流の抽象論で封殺され，マルサス主義者の烙印が糾弾，失脚を意味す
るような空気の中で抑制政策は入り込む余地はなかった。新人口論がたたって
北京大学学長の地位を追われ，文革期に更に追打ちを受け，1979年， 98オではじ
めてその名誉が回復された馬寅初の運命がこれを象徴的に物語るものである。
政府の一貫した志向と度重なる実施の試みにもかかわらず，抑制政策は殆ん， 
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ど実効をあげえなかったのはむしろ当然であろう。 5-60年代を通じて3彩台
の高水準の出生率には見るべき変化は起らず，逆にこの間死亡率が著しく低下
したために60年代には未曽有の高い自然増加率をもたらしたのである。
革命後中国の人口政策と人口思恩の変遷経過については，冒頭にあげた市原
教授の編著書の巻末に付されている「中国における人口問題・人口政策・人口
研究史年表」が貴重な資料である。また同書の中で教授は，人口政策の時期区
分について J.S. エアードの 6期区分―-1)1949-54年9月，家族計画否定，
産児放任期， 2)-58年6月，第一次家族計画期， 3)-62年1月，家族計画中
止期， 4)-66年6月，第二次家族計画期， 5)-69年夏，文革による中断期 6)
-69年6月以降，第3次家族計画期ーーに加えて第7期， 78年2月以降を設定
したのは適切な区分であろう。同年の第5期全国人民代表大会報告，および新
憲法制定以来，状況は新段階を劃するにたる変化をあらわしてきたからである。
3. 新段階の人口思想ー王放動の思想を中心に一
新段階に入り政策の展開とともに人口論議も解除され活発になってきた。市
原教授の書物の前半部分は，王放助著「マルサス「人口論」と新マルサス主義
批判」 (1978年刊）の鈴木幹夫氏による翻訳が収められているが，この書はこの
段階の人口思想を代表する包括的，体系的な著書であると考えられる。学説批
判が大部分を占めるが，項目だけ紹介すると。マルサス人口思想の歴史的背
景。その理論的基礎としての「土地収獲逓減法則」。マルサス人口論にもとづい
たラッサールなどの「賃金鉄則」「労働ファンド説」。近代経済学と結びついた
マルサス人口思想および新マルサス主義諸思想ー「最適人口論」（キャナン），「世
界最適人口論」（フェレンチ）。ケインズの過剰人口論。ハースチ，ハロッド，ハ
ンセンらの「逆マルサス主義」経済理論の批判。現代新マルサス主義の「人口
圧力論」や「人口爆発論」，またそれを背景にした超大国の「経済援助論」「国
際分業論」「経済一体化論」 「産児制限政策」の批判。最後に新マルサス主義
的「人口環境汚染論」「世界資源枯渇論」の批判，などである。
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新旧マルサス主義の色を帯びた諸思想の総まくり批判であるが，この部分に
関してはすでに市原教授が本書の中で述べているように，「イデオロギー批判
色が強く残り，内容も俗流批判に近いものとなっており，不充分さを免れな
い」とし，またその理由を中国人口論の長い間の空白に基因する「理論的未熟」
に帰しているのも適切な評価であろう。批判論の殆んどすべては，一時代前に
ソ連が，内には人口論議を封殺し，対外的には人口問題の存在を否定したころ
の硬直した教条的批判論からの借用であり，それを越える理論展開は殆んど見
当らない。しかも，国内に人口増加政策を抱えながら，対外的に抑制政策に対
して柔軟な転回をみせ始めているソ連の人口思想に対しては，「ソ連社会帝国
主義は，表面ではマルサス主義反対を装っているが，実際は「急速な人口増加
は発展途上国家においては進歩の足枷だ』といった誤った理論を鼓舞してい
る」と非難する。奇妙な思想上のめぐり合わせといわねばならない。
また，「人口爆発論者は，帝国主義戦争の発動が過剰人口を消滅させるとい
う狂気の宣伝をしている。」「超大国は，ファッショ的侵略戦争を発動して第三
世界の人口を必ず消滅すべきだと宣伝し……殺傷力の大きい核戦争を発動すぺ
きだとやかましく宣伝している」 11)という。思想的孤島状態が長く続いたせい
だとはいえ，世界人口問題の国際的コンセンサスの形成に大きな役割を果す使
命をもつ人口大国の思想に，天下大乱歓迎論の名残りが消えていないのは憂う
べきだというほかない。
王氏の書の中で我々が最も強い関心をよせるのは，現在中国の人口抑制政策
の理論づけであるが，それは「計画出産」（原語は計画生育）のー語に尽きる
といえよう。計画経済になぞらえたこの言葉は，すでに50年代，人口抑制策開
始の初期から現れ一例えば57年の李徳全衛生部長の演説ー，毛澤東も使い，以
来定着して公用語となり，新憲法にもあがることになったものである。「人口
の計画的増加が社会主義の人口再生産の客銀的法則である」と云い「人類は社
11)市原亮平，前掲書， 109頁
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会主義という歴史段階にまで発展してのみ初めて計画出産が可能となった。プ
ロレタリア階級と勤労人民が国家権力を掌握し，社会の主人公となることによ
って，物的生産で計画的調節を実施するように人の生産に対しても計画的調節
を実施できるのである」という 12)。そして唯一の典拠としてエンゲルスの言
葉，「いつか共産主義社会が，すでに物の生産を管理しているように，人の生
産を管理する必要があると思うようになるとすれば，まさにその社会こそ，そ
してその社会だけが， 困難なしにそれをやりとげる社会でしょう」（カウッキー
への手紙， 1881年）が引用される。
このあたりでソ連と中国の叙述の微妙な分岐があらわれる。「異なる経済社
会制度では異なる人口法則をもっ」とし「相対的過剰人口の法則が資本主義の
人口法則」とするまでは中国もソ連に倣って同じであるが，ソ連では社会主義
の人口法則は「完全雇用であり，労働力の合理的充用，配分である」といった
表現が代表的である一ーもっともこれらはいずれも本来の人口論とは関係の薄
いそして実りの少い，むしろ経済の問題なのだが。王氏も「社会主義社会では
生産様式が変革されたことによって……資本主義的相対的過剰人口の法則は歴
史の舞台から消え去っている」という公式論は繰返すが，さすがに「完全雇
用」が社会主義人口法則の基本だとするには，あまりにも中国の現実との懸隔
が大きすぎる。それに代えて国家権力の直接介入によって出産抑制を行おうと
いう史上先例のない非常手段の理論的根拠として社会主義的計画出産という名
目を求めるのである。ただしこれらは王氏から始る独創的見解ではなく，ずっ
と以前から云われ半ば公式意見となっているものを彼がまとめたものである。
ついでながらソ連側ではこうした見解に対して背教者呼ばわりをして非難する
ことなく，「人口再生産の合理的タイプヘの傾向」は社会主義的人口法則の重
要な一側面である，という論理で理解と容認の態度をとるのである。
また，「われわれの国家が実施している計画出産と，新マルサス主義のいわ
12)市原亮平，前掲書， 138頁
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ゆる「産児制限」とは本質的違いがあり，両者の間にはいささかも共通点はな
い」，「われわれが計画出産を提唱するのは，わが国に人口「過剰」があるため
ではなく，また食糧問題や就職問題が解決できずにやむなく採っている行動で
もなく，人類が出産において無政府状態であってはならないと考えているから
である」 13)ともいう。理論としてよりもむしろ修辞学として読まねばならぬこ
れらの文章は，本書前半の批判論部分にみられるかってのソ連の論法を借りた
過度にまで激烈な新マルサス主義的産児制限論攻撃の文章とともに，正統派反
マルサス主義の名のもとに反権力闘争に燃えあがるおそれさえ含んだ潜在的な
反対意見にも向けられているのだ，．というむしろ政治的立場からも理解すべき
ものを含んでいるのであろう。
最後に論者は人口政策についての国家主権を強調する。「各国が人口政策を
制定し実施するのは，まったく各国の内政と主権に属する」，「われわれは超大
国がいわゆる「人口爆発」「人口過剰」を口実にして他国の主権をそこなうこと
に断乎反対し，またいくつかの国際組織が人口増加制限を被援助国への援助条
件とすることで他国の主権をそこなっていることにも断乎反対する。各々の国
家は自国の人口政策を決定する権利がある」 14)と。第3回国連世界人口会議で
の先進国側提案の世界人口静止計画 (ZPG),また国連の協力機関である「国際
家族計画連盟」 (IPPF)などの働きかけに従属するものではないという立場を
明かにしたものであると考えられよう。
4. その後の言論展開
王氏の著書は新段階の言論解放の最初のまとまった文献であり，この時期の
基本観点をる知上で重要であるが，現在の人口政策がマルサス主義と無縁であ
ることの弁明に急で，今日中国政府が何故に人口抑制の方向の計画出産に向わ
ねばならぬかという積極的理由については，驚くほど慎重で殆んど何も述べら
13)市原亮平，前掲書， 136頁
14)市原亮平，前掲書， 140頁
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れていない。しかし本書出版 (78年3月）の前後から人口問題に関する言論の
解放は超スビードで進展した。市原教授の著書の中であとずけられたものだけ
をみても， 78年11月，第 1回全国人口理論シンボジウム（北京）， 79年6月，国
務院計画出産弁公室と一部大学・研究機関との合同座談会，同年7月，馬寅初
の名誉回復，同月，北京市人口学会設立， 12月第2回全国人口理論シンポジゥ
ムー一ここで「人口問題の研究をマルサス主義と同一視してきた従来の方向」
が自己批判された， 80年4月，綜合的な人口理論季刊誌『人口研究』の公刊等
々がある。イデオロギー過剰の時期が終り素直で大胆な人口と経済問題の現実
認識が表明されるようになってきた。「1977年の全国 1人あたりの平均食糧は
55年の水準にしか相当しない」（胡喬木， 78年01月）。都市へ逆流してきた下放青
年や「待業青年」や失業者についても語られるようになり，日本の新聞によれ
ば全国の待業青年1,000万以上，失業者を加えると2,000万とも報道された15)0 
農村や工場における必要人数の何倍にも上る過剰雇用の実情や，労働力の海外
輸出の問題まで明かにされた。しかもこれらの困難を人口増加と直結する説明
も現れてきた。「毎年新たに増える国民所得の半分以上が純増加人口によって
消費されてしまい，これが蓄積の増加と国民経済発展の速度，規模を制限して
いる」（王健民 79年5月）。「人口増加が早すぎるために， わが国の経済発展，
生活改善，就職などに大変多くの困難をもたらし， すでに社会主義建設の発
展を妨害している」（陳慕華副首相・国務院計画出産指導小組組長，「人民日報」 79年
8月）。 80年2月27日「人民日報」社説は，人口増加が早すぎると建設資金の
蓄積に影響をあたえ，科学・文化水準の向上を妨げるし，また人民の生活改善
にとっても不利であると指摘した。そして今世紀の残された20年前に，もし人
口増加を強力に抑えなければ， 4つの近代化の目標に到達するのは難しい，と
のべた。いずれも 2---3年前までは想像もできなかったくらい露骨な人口増加
と経済成長との間の因果づけである。言論の解放とともに公式見解の大転回が
15)朝日新聞1979年9月14日
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行われたことを物語る。
81年2月「人口と開発に関するアジア国会議員会議・東京準備会議」で行っ
た劉鍔氏の講演では，これまでの「過度の人口増加率のために1979年の国民 1
人当り GNPは250ドル」に止ったとのべ，「人口計画が国家経済を急速に成長
させる上で必要条件である」と強調した16)。GNP上昇のための人口抑制，と
いう事態の本質，すなわち政府の政策意図が，いままでのイデオロギーのプリ
ズムによる屈折した表現をすててストレートな形で宣明されるよらになってき
たのである。
同時に劉鍔氏の報告の，「70年に人口千人あたり25.9だった自然増加率は，79
年には11.7にまで落ちた」という発表によって，抑制政策の大きな効果が明か
になった。これは60年代から 70年代にかけての 10年間に出生率が半減（千分の
34から17へ）するという奇蹟的な変化によるものである17)。
市原教授は中国における人口政策の曲折した経過の検討のちに，社会主義国
における人口政策の位置づけに関して独創的な見解を表明された。無政府的・
自由競争的資本主義社会の中で自生的朋芽的に現れる人口計画化，生態計画化
の動きが社会主義的イデオロギーのレンズを通じて屈折したり顛倒したりして
現象するが，終局的には社会主義社会での「計画生態」「計画経済」「計画出産」
という三位一体性の実現の方向に進むのだ，という見解である。社会主義中国
人民と国家の将来に信頼と期待を寄せる教授の誠に意味深い洞察であると思
う。
5. 結び一抑制型人ロナショナリズムの問題点
おわりに現在中国の人口政策と思想の意味および問題点について，私なりの
立場からいくらかの意見を述べたい。
16)劉錘「中国における計画生育と人ロプログラムの経験」，「アジア経済旬報」 1981年5
月上旬号
17)黒田俊夫「壮大な人口計画を進める中国」，「エコノミスト」 1981年12月22日号
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人民の産児モラルの動向と国家権力志向との関係からいって，今日の中国の
状態は西洋先進国やソ連，東欧社会主義諸国とは全く逆の関係にあることはさ
きにみた。同じ発展途上国の中でも人口密度の低いラテンアメリカ諸国などと
も事情が異る。人口過密で食糧問題の圧迫のもとで工業化を進めるアジアの途
上諸国，しかもその中での社会主義国という特異な体制的条件のもとでの事態
であることに先づ注意する必要がある。アジア諸国のこの構造的特質と問題点
について，かって私はつぎのようにのべた。
「GNP上昇による権力伸長のために工業化に努めるアジア諸国家は，工業
化ファンドの減殺要因としての食糧不足や扶養人口率の悪化を通じて人口圧力
に感応し，従ってここでは人ロナショナリズムは，経済政策のサプシステムと
して，性急なしかも半強制的な出生抑制の方向に傾く。人民の自主的なモラル
変換のための環境条件の形成や，時間的余裕を無視した政府の抑制政策は，人
権上おそるべきモラル毀損に導く可能性がある。」 18)中国を含むアジアのいく
つかの国を念頭にして言ったのだが，私の予想をはるかに越えて法的強制によ
る「独生子女」政策というラディカルな形になって，いま中国に現れたのであ
る。 19世紀からのヨーロッパや今世紀のフランスやソ連にみられた古典的，膨
張型人ロナショナリズムにたいして，大戦後の特有現象である工業化，経済成
長のために出産抑制に傾く国家利害の方向を私はさきに「抑制型人ロナショナ
リズム」と名づけたが，その傾向の国の中で中国では社会主義イデオロギーに
特有な権力国家思想と結びついて，政府の直接干渉による産児抑制政策となっ
た。人ロナショナリズムの突出した新段階とも言えよう。
人口思想との関係からみても，マルサスはもちろん産児制限を考えなかった
し，また中国人口学者が唯一の典拠としてその手紙が引用されるエンゲルスに
しても，民族国家の経済成長という目的のために出産に法的規制を加えるとい
う事態を予想したとはとうてい考えられない。彼にとって共産主義社会の未来
18)川久保，世界人口会議と日本の責任一国家に従属させられた人権，「エコノミスト」
1974年10月8日号
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像はあり余るほど富があふれる状態で，何よりも国家そのものが死滅して存在
しなくなった段階のはずだから。
その関係が一番問題になるのは現在ネオマルサス主義との関連で考えられる
先進国から始った産児制限運動ー1950年代から「家族計画」という名にかえら
れた一，およびこの運動と重要な関連ある先進国主導の世界人口抑制運動であ
る。少しこの運動について立入って説明すると，現在ネオマルサス主義という
言葉はつかみ所のない位にその意味が広がってしまったが，もともとは産児制
限運動そのものを意味した。 いまそれにまつわるイデオロギーの問題から離
れて， 運動そのものについていうならば，それは19世紀の先進国の膨張型ナ
ショナリズムのもとで，さまざまな政府の圧力と世間の偏見に抗しながら貧し
い労働者階層の家族を啓蒙して，貧困と無知が生みだす多産の圧力から家族，
とくに婦人と子供の生活を守ろうとする運動であった。今日ではその歴史も忘
れがちであるが，この運動の創始者で「労働者の父」と仰がれた F.プレース
の活動をみても，またアメリカや日本でのそれをみてもこの運動は初期の労働
運動や婦人解放運動と重なり合っていたのである。国益に逆っても市民の人権
を守るという基本的姿勢は，その流れをつぐ今日の「国際家族計画連盟」にも
受けつがれている。しかしこの運動の意味と性格は大戦後少し変ってきた。国
連を舞台とする先進国主導の世界人口政策ともいうべきものが登場してき，
IPPFは国連の協力機関となり財政的にも大部分それに依存し，また国連（人
ロ委員会）の運動の実働組織となったからである。後者についていえば，第2
次大戦後の西側先進国の巨大な資源消費，環境破壊を伴う成長とその国際経済
的体質の深化などの結果，第3世界の急速な死亡率低下による世界人口急増傾
向が，地球資源と世界人口というグローバルな人口圧力感応を先進諸国に触発
した。「人口爆発」の脅威キャンペーンと，その震源地である南の途上国に向
って工業化の必要条件だといういささか「おためごかし」ともいえる経済理論
を加えた世界人口抑制の動きが，先進国主導で起り，これに第3世界の相当部
分も従い，また近年になって自国に人口圧力感をもたないソ連や東欧社会主義
17 
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国も消極的ながら容認する態度をとり，世界的なコンセンサスに近づきつつあ
るものである。 130か国の政府代表団が参加した第3回世界人口会議で決議採
択された「世界人口行動計画」がその成果であった。そして中国の最近の人口
政策も少くとも形式的にはこの計画の枠内の出来事なのである。
話を戻して， この国連（人口委員会，世界人口会議）を舞台とし IPPFを実動
組織とする西側先進国主導の世界人口抑制の動きと，中国の政策との間の思想
的運動的つながり，あるいは断絶関係如何という問題である。「家族計画」運
動と「計画出産」政策との関係といいかえてもよいであろうか。結論的にいう
と両者の間には，名称が似ており双方とも出産抑制という方向では共通性をも
つが，決定的な相違と深い溝があり，前述の王氏の意見のような敵対的な思想
対立さえある。イデオロギー上の対立は問わずに内容の上での相違は2点に絞
れよう。前者は産児についての両親の本源的な基本権利を認めた上で，啓蒙，
教育と便宣供与等によって産児モラル変換をめざす市民的，非政府運動(NGO)
であるのに対して，後者は国家の法的規制による強制措置である点。早く言え
ば誰が「計画」するのかという主体のちがい。もう一つの点は，前者はグロー
バルな立場からの世界人口抑制のコンセンサス形成を目標にした国際的運動で
あるのに対して，後者は国益を最終基準とし，一国の経済成長を目的とした国
家主権事項だという点である。
この矛盾対立の象徴的な表現はすでに世界人口会議の場でみられた。「行動
計画」の原案に含まれていた西側先進諸国提案の人権条項，「子供の数と出生
間隔を自由に決定できる権利は，夫婦にあることを尊重する」という原案が中
国をはじめ他の社会主義国や第3世界の反対で否決され，逆に人口政策に関す
るいくつかの国家主権条項が決議されたのである。先進国側がめざした「静止
人口」 (ZPG)に向っての抑制の量的目標は一切削られ， 「自国の出生率が国家
目的にそむくと考える諸国は，量的目標を設定し1985年までにその目標達成に
向って道を開くような政策を実施するよう要請される。ここに記載されたどの
ような量的目標も，これを採用または不採用とする上で，どのような国家の主
18 
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権にも干渉すべきではない」というナショナリズム主権駆歌の内容に変えられ
てしまった。抑制の量的目標はおろか，抑制の方向さえ合意がえられず，極端
に言えば，国家目的にそむくと思わない国は何もしなくていい，殖やしたいと
思う国は殖やしてもよい。いずれにしても政策目標を定めて報告するだけ，と
いう内容の「行動計画」に骨抜にされたのである。主権侵害論からの反揆が最
大の原因である。さきに中国の人口政策が「形式上行動計画の枠内の出来事」と
私が言ったのはこの意味であって， 「世界人口抑制政策に従った」 という意味
では全くない。計画出産政策と世界人口行動計画との関係を外交政治戦略的に
解説すれば，西側は名をすてて実を取り，中国側は主権論で恰好よくつっばり
ながら暗に西側を含む国際世論に国内政策の支持を求めた，ということになろ
・育液
うか。それはともかく，対立の基本は，西側先進国のグローバリズムと社会主
義国，第3世界のナショナリズムとの間の深い溝である。ネオマルサス主義云
々のイデオロギー問題を別にしても，本来グローバルな問題であり，また最終的
にその解決には国際的コンセンサスを絶対必要とする人口問題についても，過
去の長い植民地帝国主義の歴史を背負い，今なお多くの支配従属と不平等な関
係を残している国際政治経済の状況の中では，途上国や社会主義国の多様に分
岐する国家利害の現実を認め，そのナショナリズムを尊重した廻り道を辿らな
ければ，西側先進国主導の世界人口思想がグローバルなコンセンサスに実るの
は困難である。先進国側の立場から，中国の人口政策が世界世論に従ったもの
と安易に考えて歓迎するむきが多いが，むしろ逆にその思想的渠溝の深さを認
識し，われわれの人口思想を反省，再検討する機会とせねばならないと思う。
外に向っての国家主権論のつっぱりは，国内における法的強制力の・行使と対
応する。さきにふれたように産児数の問題は本源的に両親の基本人権であり，
そのモラルは内外の，すなわち物質的環境条件と主体的，精神的条件によって
変化はするが，国益を最終基準とする国家権力の規制対象にはなじまない性質
のものである。このことは百数十年の人権解放運動の歴史の流れをくむ家族計
画思想の基本信念であり，また国連の精神でもある。中国の計画出産政策はこ
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の点で大へんな困難と無理がある。「計画出産」という計画経済になぞらえて
作った言葉自体が，すでに産児という事態を財貨の生産と同じレベルで考え，
当然権力の規制対象であるかのような錯覚をひき起す表現である。産児を「労
働力の再生産」という一面だけで捉えたり，人口問題を「相対的過剰人口」と
いう経済的側面だけから考えたりするのと同じく，経済一元論的決定論に思考
が傾くことの多いイデオロギーのせいもあろう。同時にまた共産主義イデオロ
ギーに特徴的な，人権と国家権力とのユートビア的顕倒が，人ロナショナリズ
ムの論理に反映したものとも考えられよう。人民のモラルにまで介入してこれ
を変形できると考えるナショナリズム権力の哲学的過信か，さもなければ官僚
的権力支配のための修辞学的造語の産物であろう。基本人権にかかわるモラル
は，経済的利害や権力の規制のような外力によっては，弾性的に歪めることは
できても，可塑的に変形できるものではない。反揆のエネルギーは必ず残るも
のである。
「強制的でなく説得を通じて」とか「党の呼びかけに応じて自発的に」とか
いった説明は国内でも，また訪問者の報告にもしきりに聞かれるが，法的規制
である以上事態の本質は明かである。「子供を多く持つことは……国家に対し
て罪を犯すことになる」19)といった銀念自体がすでに大きな強制力である。「独
生子女証」による優遇，「多子女費」の徴収，賃金カット，配給停止，住宅制
限，また出産許可証制等々さまざまな報償と罰則の組合せが既に実行されてい
る。
当然予想される反揆の動きについてはすでに多くの報告がある。藤岡光夫氏
は，中絶を迫った党幹部が集団的に襲われた事件をあげ，類似の事件が農村部
を中心に続発している，という日本の新聞記事をあげている20)。また市原教授
も「晩婚奨励に対する根強い反撓，各地での人口抑制政策への激しい反対の動
19)「中華人民共和国の家族計画」，「世界と人ロシリーズ1I」より，
20)藤岡光夫「人口問題と人口抑制」（市原亮平「人口論と中国人口問題」後篇第2部所
収） 165頁
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き」を注目し，「人口政策の失敗は政治的危機に発展する可能性がある」と述
ペている21)0 
それにしても，人類史上未曽有の人口重圧感に駆られた中国の指導者層が，
政治的危険をおかしてまで決行しようとする悲愴な冒険的政策に対して，半世
紀前，正に同じ論理で生活空間の拡大を正当化して中国大陸に進出し，人民の
生活を破壊した日本人が，いまは人口爆発恐怖症に感染した先進国なみの人口
思想の立場に立って，対岸の傍観者然と，「壮大な人類史的実験」と賞讃した
り歓迎したりする態度ですまされるものであろうか。もっと深い拘りと責任感
をもって見つめなければならぬ事態ではなかろうか。そのことは経済問題との
関係を考察するときいっそう明かになる。
人口問題は究極的には民族国家の枠内で，国家権力の規制で解決できるもの
ではなく，本質的にはグローバルな問題であり，また普遍的な人権にかかわる
問題でもある。特定の人間集団が共同の統一意志で団結し，その個体増殖と生
活空間の不均衡を解決するために侵略，植民，民族大移動等を繰返してきたの
が過去の長い人類の歴史であったが，世界人口の密度が驚くほど高まり地球上
の空間が隅々まで分割済みになった今日でもなお，特定の国々の人口問題をナ
ショナルイッシューとしての解決に追いつめているのは，今日の世界経済体制
の致命的な欠陥によるものである。人口問題は裏返しの資源・経済問題である。
西洋先進国がその優勢な経済力によって世界中に膨張したあと，資源と経済
発展度， したがって生活水準の驚くべき不均等を残したまま，しかもその平等
化のための国際的新秩序の合意も見通しもないままに，先進国のグローバルな
人口圧感応から起った世界人口抑制論を唱えても，不平等のまま残され，また．
その経済的体質からグローバルな感応にはほど遠い第3世界の諸国にストレー
トに通用しないのは当然であろう。西洋工業文明の伝播移転が，侵略，植民地
化，ナショナリズムの圧迫と民族主権侵害による従属化，といった形でしか進
21)市原亮平，前掲書， 216頁
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行しなかった長い歴史のあとで，先進国には腹の痛まぬグローバリズムを恩恵
的な姿勢で押しつけられても，途上国や第 3世界には，その実質的な経済的無
効性をかぎ分ける鋭敏な嗅覚をそなえており，場合によっては社会主義的イデ
オロギーの口扮をまじえた「帝国主義国の既得権益擁設理論」とか，新帝国主
義支配の矛盾の糊塗と責任転嫁の理論，といったラディカルな批判論に惹かれ
るのも当然であろう。人口過密なアジアの途上国を人口問題のナショナリズム
的解決に追い込んだ根源的な理由と責任はむしろ先進国側にあり，しかもそれ
はすぐれて経済的問題なのである。世界人口会議で先進国側提案の ZPG計画
が無惨な骨抜きに遭ったとき私はつぎのようにのべた。
「日本を含む先進諸国は，世界経済の不平等の現実をわが身の問題として認
識し，自国の浪費的な経済成長の鎮静化と，世界の資源，経済力の合理的な再
配分と平等化をめざした国際協力の合意を前提しない限り，いかに机上の計算
から出た数字の脅威を説いても，人類・地球的観点からの『生き残る道』の大
義も第3世界のきびしいナショナリズムの壁を貫いてストレートに世界世論の
コンセンサスにつながっては行かないのだということを，苦い教訓としで悟っ
たにちがいない。」22)この一般的な関係をアジアにおける日本と中国との関係に
絞って見つめるとき問題は一そう切実である。過去には侵略戦争と植民地化と
いう形でしか直接の経済的接触のなかったアジア大陸諸国を踏台にして，•今も
なお一方的な経済進出でアジア人民の犠牲の上に日本は巨大な経済大国に成長
した。その20分の 1ほどの・人口で， GNPでは他の全アジアの合計額に匹敵す
るような隔絶した生産力を誇る地位にある。この生産力をアジア人民の経済開
発にいかに役立たせるかという視点に日本経済の対外姿勢を切換えなければ，
日本にとってもまたその将来はないであろう。 10億という数は産業革命の始ま
った頃の世界人口（約7億）をはるかに越えるものである。もしこれが，人間
一人あたりの支配するエネルギー量にそれほど差異がなく，人数の大きさがそ
22)川久保，前掲「世界人口会譲と日本の責任」
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のまま力の大きさに比例した農業社会の出来事で，それが人口圧力感のもとに
政治的統一をなしとげたとすれば，それだけで直ちに世界の運命が決定された
であろう。今日の中国の人口問題はいわばそれほどの潜在的な意味を蔵する問
題である。領土という自然ファクターでは解決し得ない今日，この解決は経済
というよりダイナミックな生活手段調達の方法による以外に道はない。日本の
立場から中国の人口政策に讃否の論評を加えるよりも，アジアの経済協カプラ
ンによって産児モラルの自主的変換のための物質的環境作りに向って積極姿勢
を促進すべきであろう。それが日本が世界人口問題に寄与する道であり，また
その合意達成が中国の人口思想との間のさきにのべた深い渠溝を埋めて人口問
題についてのグローバルなコンセンサスを前進させるための唯一の道でもあ
る。
中国の側についていえば，最近になってはじめてつぎつぎと国民に真相が発
表されるようになってきた経済的難況を前に，さきにみたように「経済的困難は
人口急増のため」それ故に「経済成長のための計画出産」といった論調が目だ
ってきたが，このような人口という自然ファクターと経済現象との短絡論理が
含む真実性の限界と，他面その有害な効果についても，マルクス主義の国がら
政府側も，今は語らないが人民側も先刻承知の筈である。たとえそのラディカ
ルな抑制策が成功しても，その経済成長への効果には予測し難い要素が多い。
短期的効果は大きくは期待できないし，先になると扶養人口率や公的扶養費用
などのマイナス・・エコーエフェクトが起り，その一巡には半世紀以上も要する
であろう。経済の長期見通しよりも先走って，人口だけのラディカルなカット
ダウン計画—たとえば私が直接政府側研究者から聞いたのだが一70年かか
って6.5億ないし 7億にといった「最適人口論」を論ずるのにどれだけの意味
があるだろうか。計算し易いから計画を立て易い，とでも思うのであれば，そ
れこそ権力盲信と人権軽視から生じた幻想にすぎないであろう。
中国の経済近代化の長期目標は，今日の先進国のような資源浪費，環境破壊，
疎外と差別累増とさらに危大な軍事投資を伴う既成クイプの経済構造への追従
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ではありえない筈だし，また巨大人口国がそうした浪費，破壊型先進国の水準
に追いつくのは無意味かつ不可能であろう。真の人間の基礎的ニーズにもとづ
いた消費構造と生活環境の水準の未来構想を立て，それを目標にした長期的建
設計画を作り，今日の先進国の浪費型経済と盲目的成長にたいして厳しい批判
を加えるとともに，先進国の技術と資本を国際的平等化の方向に転換させるた
めの経済思想が期待される。先づアジアの，そして第3世界のコンセンサス形
成の基礎になるような，そして世界経済の平等化計画の世界世論の原動力にな
るような思想と運動が，人口圧力感も関連するか・っての天下大乱期待ムードに
代って中国でこそ生れるべきだと思う。またそれがそれ以外に人口問題の究極
的解決の道のないグローバリズムヘ向っての一歩接近を意味するし，他方現在
の先進国利害に偏よった内容空虚な押しつけグローバリズムを実のあるものに
近づける道でもある。最も困難な状況におかれた知性の中からこそ最も力強い
思想が生れる筈だから。
極端にまで走った抑制型人ロナショナリズムの産物である現在の政策は，ぉ
そかれ早かれ，また政治的危機を通じてか，政府側の自主的軌道修正を通じて
か，その形態は予想できないが，転換，修正されることは必至であろう。単純
な算術計算でも一寿命期ののち人口が半減するという民族自殺行為にも等しい
意味をもつ「独生子女」政策一ーかけ声だけでなくてほんとに実行されたらの
話だが一ーなど永続する筈はないし，国民がそれを許さないであろう。そして
その転換は，もっとマイルドな抑制，産児モラルの自主的変換のための経済的
文化的環境作りに重点をおき，両親の基本的権利を尊重し，胎児の生存権も尊
重した方向への修正となるに相違ない。またその転換の時期が同時に，今の処
橋渡しできないほどの懸隔があり，思想的には敵対的な対立にある人ロナショ
ナリズムの思想と，クグローバリズム人口思想との距離を一歩縮める機会になる
こと一ーこれが現在の世界人口思想と運動にはかり知れないほど大きな実りを
加えることを意味するのだが一ーを期待したい。
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